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チ ャネ)i/･パワー論の再検討 (1)

尾 崎 久 仁 博

Ⅰ は じ め に

日本の流通機構に対する国際的な批判はいつになく激しい｡その非合理性 ･

非効率性はもとより,排他的な性格についても批判の声が上がっている｡その

代表的なものは系列店制度に対して発せられている1)｡ もちろん,流通系列化

そのものはアメリカでも存在しているし2), 流通系列化の度合いという点に関

して日本の方がアメ1)カより著しく高いということでもない8)O 問題は流通系

列化の量的な側面ではなく,むしろその質的な側面にある｡言いかえると,流

通系列化一般ではなく,たとえば, ｢系列店制度｣のような流通系列化 (VM

S)の日本独特の形態こそが注目されるべきである｡このいわば日本的流通系

列化を促進してきた重要な要因の一つとして寡占製造企業によるチャネル政策

があげられる4)0

そこで,以上のような今日的問題関心を念頭におけば,いわば日本的な流通

1) 田村正紀 『日本型淀適システム』1986,4べ-ジOまた,鶴田俊正氏は日本の流通系列化の問

題点として小売りの専売制と販売会社への資本参加,役員派遣をあげている｡cf･鶴田俊正 ｢流
通機構と円高 ･競争 日本市場の改善点はどこか｣『エコノミスト』,1986,7,15,15ページ｡

2) マッカモンは垂直的マーケティング･システム (verticalmarketingsystem,略してVMS)
のアメリカ全体の流通機構に占める割合を測定し,1967年で64.1%と約三分の二に連していると

したoさらに,スターン=-ルーアンザl)-は,1972年では72%に至ったとしているocf.B.a
McCammon,Jr.,"PerspectivesforDistributionProgramming''inL.P.Bucklin(ed.),
VerticalMarketingSystems,1970,pp.32-51;L.W.SternandA.Ⅰ.EI-Ansary,Marketing
Channels,1982,p.355.

3) 江尻弘氏によると,日本の卸売段階での年間販売稔額の61%がVMSに阻み込まれた卸売業者

の活動の産物である (1979年の時点)｡cf.江尻弘 『流通系列化』,1983,80-86ページ｡

4) 日本的流通系列化を促進した他の要因として牡,卸 ･小売商側の事情などがあるが,それらの

要因にっいての検討は今後の課題としたい｡
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系列化とはいったいどのようなものか,それを生み出した寡占製造企業のチャ

ネル政策の歴史的な特徴はどこにあるのかという課題が提起されよう｡しかし,

この課題は理論 ･実証の両面から追究されるべきもので,多大な研究努力が必

要である｡この課題を継続的に追究されるべき大きなテーマとしつつ,本稿で

はその手掛かりを得るために,1960年代末以降アメリカ･チャネル論の主要な

潮流であった, ｢流通チャネルのパワー･コソ71)クト理論｣5)(以下略してチ

ャネル ･パワー論)を中心に,1960年代後半から現在までの日米チャネル論の

再検討を行うo特にチャネル ･パワー論を中心的にとりあげるのは,近年チャ

ネル ･パワーに関する議論が盛んに行われてきたが,いまだ混乱した状態を脱

しておらず,しかもパワ-はチャネル政策,とりわけその維持 ･管理面のキー

概念として避けて通ることができないからである｡

ⅠⅠ チャネル ･パワーに関する概念整理

チャネル ･パワーについての議論は,バイヤー-スターン (F.J.Beierand

L.W.Stern)によって本格的に開始された6).パワー概念は行動科学から直接

借用されたが, チャネル ･パワーの主たる構成要素となったのは, 1)パワー

基盤 (basesofpower),2)パワー次元 (dimensionsofpower),3)パワー

関係 (powerrelationships)の3つであった｡1)はパワー行使側,2)はパワー

被行使側についての概念であり,3)はパワー行使側一被行使側間の関係,とり

わけ両者の均衡および不均衡状態すなわちパワー格差に注目した概念であるO

これらの概念についてあらかじめ簡単に整理 ･定義を行っておこう｡

第一に,パワーの主体的側面については,パワー基盤だけでなくパワー手段

(meansofpower)をも含めて考える,あるいは,パワーの主体的側面をパワ

ー基盤と手段とに区別して考えるのが適切だと思われる｡このことはすでにス

5) J.F.Gaski,"TheTheoryofPowerandConAictinChannel弓OfDistribution",Journal

ofMarketing,Vol.48,Summer,1984,p･9.
6) F.J.BeierandL.W.SterIl,̀̀ PowerintheChaJlnelofDistribution'',inL.W.Stern

(ed.),DislribuめnChannelsIABchavわralDimensibns,1969,pp.92-116.
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ターンらが引用した行動科学の諸論者によっても主張されてきた｡たとえば,

ダール(R.A.Da壬11)は,パワーを①パワー基盤(basis),㊤パワー手段(means),

㊥パワー範囲 (scopeorrange),④パワーを行使され る側の数 (numberof

respondents),㊥被行使側のとるだろう行為の確率変化 (changeinprobabil-

ities) の5つの要素でとらえ,①,㊥をパワー行使側の要素として次のように

区別した7)0

① --･内的,受動的,利用される

④ ---①を利用する手段 ･道具

また,--サンイ (J.C.Harsany)は, ダールによるパ ワーの構成田を

ほぼそのまま継承 し (基盤,手段,範囲,量,領域)8), カートライト (D.

Cartwright)は,パワー基盤と手段の区別をダ-ルに依拠して行い,パワー手

段による影響のタイプわけを提示した｡つまり,彼によると,影響の種塀とし

ては,物理的コントロール,.利益と費用によるコントロール,情報によるコン

トロール,正当な権限 ･愛 ･賞賛に基ずくコントロールの4タイプがあり,節

者2つのタイプが--ドなコントロール,後者の2つのタイプがソフトなコソ

トロ-ルで,歴史的に前者から後者へと利用の重点が移行し, 現在 では逆 に

後者の方から利用していく傾向があると主張 した (これは主にラッセル (B.

Russell)10),--サソイ11)を参考にしている)o最近では,ガルブレイス (J.K.

Galbraith) もパワ-の源泉 (基盤)･手段に関する議論を含むパワ-論を著し

ている12).

以上,パワーを行使する側を基盤と手段という2つの要素によって分析する

という行動科学の諸論者の見解について見てきた｡この2要素の区別とそれに

7) R.A_Dahl,̀■TheConceptofPower",Beham'oralScience,Vol.2,July,1952,pp.201-215.
8) J.C_Harsany,"MeasurementofSocial Power,OpportunityCosts,andtheTheoryof
TwoIPersonBargainingGames",Behavl'oralScience,Vol.7,January,1962,pp.67-80.

9) D.Cartwright,"InnllenCe,Leadership,cc･ntrol,"J.G.March(ed.)HandbookofOrgani･

Eations,1965,pp.lT･47.
10) BertrandRussell,Power:ANewSocialAnalysis,1938.

ll) J.C.HaISanyi,op.cit.
12) J.K.Galbraith,TheAnatomyofPower,1983(山本七平訳 『権力の解剖』1984)O
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よるパワーの分析がチャネル ･パワーを論じる際にどのような利点をもっかは

本稿全体を通じて示していくべき問題である｡ここでは,上の2要素の区別を

チャネル ･パワー論の中に移しかえることによって,以下の議論で使用する概

念の整理 ･定義をしよう｡

まず,チャネル ･パワー手段は,チャネル ･メンバーにパワーを発揮すると

きの具体的な手段 ･道具と定義することができる｡販売店援助の手段として使

用される小売経営ノウ-ウ, リベートや消費者への直接的な影響を及ぼす全国

広告その他が含まれる｡他方チャネル ･パワー基盤は,パワー手段の行使を可

能にする企業の "基礎体力"である｡たとえば,小売経営ノウ-ウというパワ

ー手段を小売店に対し有効に活用するた桝こは,適切な小売経営ノウ-ウの蓄

麓,そのための小売経営実態に関する情報網およびその情報を分析しノウ-チ

化するアナ.)ス トやコンサルタントなどが必要である｡したがっ′て,やや先走

りして言えば,チャネル ･パワー基盤とは当該企業の総合的な経営資源のス ト

ック,とりわけ企業の強みである個性的な経営資源として定義できるoLかし,

これらの定義については,明確に定義することは本稿の出発点であるとともに

結論でもあるので,この程度にとどめておきたい｡

ただ,上のような定義のしかたは次の3点で特徴的である｡第一に,企業総

体としてのパワー基盤とチャネル政策のさいに使用される手段とを因果関係的

に捉える点である｡第二に,経営資源を議論の対象とするので,狭い意味での

マーケティング以外の分野をもチャネル ･パワーに関係するものとして論 じ,

第三に,構造的なパワーと政策的なパワーの区別を基盤一手段関係として論じ

うる,という点である｡

次に,チャネル ･パワーの客体的な側面については,/くワ-諸次元として3

つに分けて考えられてきた｡すなわち,①領域 (domain,numberofrespond-

ents),④範囲 (scope,range),④強度 (weig土lt,Strength,changeinproba-

bilities)である｡

パワー領域とは, ｢ある行為者0がパワーを行使する相手である行為者の集
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合｣13) であり,製造業者が販売業者にパワーを発揮する場合,パワーが発揮さ

れる販売業者の数がそれに相当する｡したがって,か りに他の次元での値が同

一ならば,販売業者の数が大きいほどパワーは大きいことになる｡

パワー範囲とは, ｢Aがパワー手段を使用することによって,Ⅰ=こ行わせる

ことのできる特定行為の集合｣14), 具体的には, 製造業者が販売業者の仕入 ･

販売などの意思決定変数のうち操作できる変数の範囲であると言える｡この場

合も,他の次元が同一ならば,範囲が広い方がよりパワ-は大きくなるoまた,

パワ-範囲はパワー領域をその内部でグループ化する概念でもある.たとえば,

寡占製造企業が中小小売商には品揃え ･価格両方の決定力を保有するが,大規

模小売商に対してほ価格決定力しかもたないとき,寡占製造企業はパワー領域

として両小売商を含めつつも,その儀域内部でパワー範囲による区別をせざる

をえない｡しかも,実践レベルではその区別はかなり複雑で多段階の階層化を

もたらし,それは次のパワー強度によってさらにいっそう拍車をかけられるこ

ととなる｡

パワー強度とは,パワ-被行使側がある行為をなす確率が,パワー行使側の

パワー発揮によってどれだけ高くなったかあるいは低くなったか,という程度

であるo流通問題に適用するならば,再販価格維持を望む製造業者がリベ-ト

削減を手段として用いることで価格維持を70%から90%の達成率に引き上げら

れた場合,そのリベート削減のパワー強度は20%となる.

論者によって多少の差はあるものの,上の3次元がパワー次元の主要なもの

とされてきたことは確かである｡だが,ここでもう1つだけ追加したい次元が

あるOそれはパワーの持続性である15).その内容としては,長期的か短期的か,

期間が契約上明示されているのか慣習的なもので明示されていないのか,とい

うことが含まれる｡これらの4次元を図式化すると図1のようになる0

13) F.J･BeinerandL.W.Stern,op.cit･,p.105.
14) J.C.Harsanyi,珍.cit.,p.67.
15) cf.D.Cartwright,"AFieldTheoreticalConceptionofPower",inD.Cartwright(ed.),

StudiesinSocial伽 er,1959,pp-183-220.
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図 1
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パワー-行使者が自らのパワー基盤 ･手段によって被行使老群の4次元にパワ

ーを現実化レ くワ-関係を自分に優位にしようとするさい,この過程に影響を

及ぼすものとして,パワー被行者群のパワーによる反作用が存在することを忘

れてはならない16'｡このパワー反作用によって,行使者のパワー基盤 ･手段と

被行使者のパワー次元が媒介され,パワー関係として現象するのである.その

意味でパワー反作用も重要な要素である｡しかし,本稿ではチャネル政策の歴

史的分析のための分析枠組を提起することが課題であるので,パワーの主体的

側面であるパワー基盤 ･手段のみを扱い,パワー次元 ･反作用 ･関係について

のより詳細な検討は別稿に譲 りたいOただ,パワー関係について札 従来パワ

ーそしてチャネル ･パワーと考えられてきた事象の多くがここに含まれている

ので,若干触れておく必要があろう｡パワー関係の内容としては,第一に,コ

ントロール水準,あるいは資本関係だけでなく意思決定への影響度を主とする

流通系列化の程度があげられる｡具体的には,小売商の仕入れや販売に対する

製造業者のプレッシャー,すなわち,テリトリー制,抱合せ販売,決済期間の

短縮化その他の進行状況である｡第二に,上のこととも関連するが,協調とコ

ンフリクト17)の水準である｡コントロール水準がチャネル ･パワー関係の静態

16) --サンイは ｢不服従の機会コス H という言葉で,Jiワ-に対する反作用を及ぼす際の夜行

便側にとっての費用を表現している0

17) チャネル･コソ71)クトの内容については,高橋秀雄 ｢チャネル･コソ71)クトと管理戦/



128 (254) 第144巻 第2号

的側面であるのに対 し,協調 とコソ71)ク トはパワー関係の動態的側面であるo

Lたがって, コソ t.ロール水準が協調の結果かそれ ともコンフ リク トの結果か

とい うこと,あるいは,現状がより協調的かそれ とも対立的かとい うことは,

今後のコン トp-ル水準の変動の原田となるO注意すべ きは,パ ワ-関係の内

容をなす コントロール水準 と協調 ･コソフリク ト水準がパ ワー手段の結果であ

るとともに,逆にパ ワー手段の選択に影響を与える点である｡

最後に,パ ワー基盤 ･手段および反作用の有効性に外部か ら影響 を与える環

境についてみると,パ ワー論一般において環境 とい う要田は扱われてこなかっ

たわけではないが,チャネル ･パワー論では良 く軽視されてきた｡1970年代後

辛, とりわけ1980年代以降,ニ トガ-(M.Etgar)やスターンその他が重要な

テーマとして取 り上げ18),現在ではチャネル ･パワー論の不可 欠 の要 素 で あ

る19).環境はパ ワー基盤 ･手段それにパ ワー反作用力の有効性に影響を及ぼす

ことで,パワー基盤 ･手段 反̀作用力に変化を迫る｡たとえば,消費者の多様

化 とい う企業環境の変化は,製造業者の必要 とす るパワー基盤 ･手段,販売業

者が保有すべき反作用力をともに変化 させる｡企業環境の内容 としては,さし

あた り,①消費者,④流通 (卸 ･小売)構造,③技術,④市場構造,㊥政府が

重要である20)O

＼略｣近藤文男.中野安編 『流通構造とマーケティング･チャネル』1985,226～249べ-ジを参照
せよ｡

18) M･Etgar,`̀ChannelEnvironmentand ChannelLeadership'',Journalof Marketing
Rescarch,Vol.14,February1977,pp.69-76;LW.Stern andT_IReve,F'Distribution

ChannelsasPoliticalEconomies.･AFrameworkforComparativeAnalysis",tTournalof

Markeiing,Vol.44,Summer1980,pp,52-64;R･SIAchrol,T･ReveandL.W.Stern,&The
EnvironmentofMarketingChannelDyads:A FrameworkforConparativeAnalysis",
JournalofMarketing,Vol.47,Fall1983,pp.55-67.

19) たとえば,石井淳蔵氏は｢チャネル･システム管理の条件適合理論｣が今後のチャネル論の方
向であるとしているocf.石井淳蔵 ｢チャネル･システム論の再検討｣出石邦保漏 『現代流通経
済論』1978,77ページ,同『流通におけるパワーと対立』1983,87べ-ジ0

20) スターンらは環境を2通りの方法で分辞したOすなわち,1つは,第1課業環境･第2課業環
境･マクロ環嵐 もう1つは,投入セクター･産出セクター･読争セクター･規制セクタ-であ
る｡きわめて包括的な環境分類だと言えようOまた,ニトガ-はチャネル･I)-ダーのパワー源
泉に影響を与える環境要因として,需要･競争･技術･法的規制をあげた｡これはスターンの分
塀と比べてかなりオベレーシヱナルな性格が強いOここでは主としてェトガーの分類を参考に/
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図 2

以上の議論をもとに,先取 り的にチャネル ･パワー鞠全体の概略図を書くと,

図2のようになる21).この図が開示しているように,チャネル ･パワー関係は

パワー反作用およびパワー基盤 ･手段によって決定され,企業環境がそれに影

響を及ぼす,という立場をとっている｡しかも,寡占製造企業のチャネル政策

の分析枠組を導き出すということが目的であるので,パワー基盤 ･手段を重視

した枠組となっている｡では,以下の節でチャネル ･パワー手段 ･基盤に関す

る議論に検討を加え,この分析枠組をより具体的なものにしていこう｡

ⅠⅠⅠ アメリカにおけるチャネル ･･パワーの基盤 ･手段論の系譜

バイヤー-スターンがチャネル論にパワー概念を導入したとき基盤 ･次元 ･′

関係が取 り上げられ,その中でもパワー基盤に最も力点が置かれていたが,そ

の概念はフレンチ-レイヴソ (∫.R.French_andB.Raven)から借用された

ものであった22)｡パワー基盤として,①報酬 (rewards) ㊤強制 (coercion).

＼したocf.R.S.Achrol,T.ReveandL.W.Stern,bp.cit･,M.Etgar,ob･.cit.
21) 本稿ではパワー′という概念を広義に定義している｡したがって,影響 (induellCe).権威 (auT

thority).統制 (control)等とパワーとの概念上の区別から出発してJくワ-論を展開することは

しなかったC､むしろ,それらの諸概念をいったんパワー概念の中に包括したうえで,Jlワ-の諸

側面を検討するという立場をとった｡ただし,パワーを含めたそれら諸概念の明確な定義および

概念間の関係の整理についての議論は参考になった｡これに関する最近の議論としては,たとえ

ば,次を参腰のこと｡S.B.BacharachandE.J.Lawler,Po砂eTandPoliticsinOrganiga-
tl'ons,1980,pp.27-32;渡瀬浩 『権力統戊と合意形成｢組織の一般理論｢』1981,252-260ペー

ジ.i,

22)J.R.FrenchandB.Raven,"TheBasesofSocialPower",inD.Cartwright(ed.),Studies
inSocialPouJer,1959,pp.150-167.
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④専門性 (expertness) ④正当性 (legitimacy) ㊥一体性 (identi丘cation)

の5つがあげられたOここでの問題点は,社会心理学上のパワー基盤という概

念をマーケティング･チャネル-直接適用し,先述の5つのパワー基盤からチ

ャネル ･パワーの基盤を損樺的にのみ展開しようとしたところにある｡同様の

批判はすでに日本のチャネル論者からも提出されてきた皇8)｡しかし,より重要

なこと古も 彼らのチャネル ･パワー基盤論の欠陥は1970年代に入ってからの経

験的研究の展開の中でさらに増幅された形で現れる,ということである｡パワ

ー基盤あるいは源泉という言葉を使いながらも,実際にはパワー手段について

論じるという概念上の混乱が起きたのである｡以下それをアメリカの代表的な

チャネル論者の見解に沿ってみていくこととする｡

(a) パワーは基盤からパワー源泉-

最初にチャネル ･パワニに関する経験的研究を行ったのは,-ルーアソザリ

ー-スターン (A,I.ELAnsaryandL.W.Stern)である24)o彼らは,パワー

を依存性 (dependence) とパワー源泉 (sourcesofpower)25'の関数である

と規定したOこの場合,問題となるのは次の二点であるO一つは,パワ-基盤

をパワー源泉へと呼びかえたこと, もう一つは,パワー源泉だけでなく依存性

をもパワーの決定因としたことである｡

まず,一つめの問題点についてOパワー基盤をパワー源泉と同義であるとし

て,前者を後者で呼びかえることだけならば別に問題は生じないo問題は,メ

ワー源泉を経験的研究のためにマーケティングの具体的な内容で表したが,そ

の中にはパワー基盤とは思われないのが多く含まれていた,という点である｡

このことはのちの-ソt.-ネヴィソ (S.D.HuntandJ.R.Nevin)の経験的

23) 石原武政｢マーケティング,チャネル論の系譜｣京都ワークシ三ツプ『マーケティング理論の
現状と課題』1973,177-212ページ｡米谷雅之｢アメ1)カにおけるチャネル論の発展過程とその
検討｣『山口経済学雑誌』Vol.22,No.3,4,1974,74-101ページ0

24) A.Ⅰ.El-AnsaryandL.W.Stern,"PowerMesurementintheDistributionChannel",
tTournalofMarketingResearch,VoI.9,February1972,pp.47-52.

25) iblld.,pp.47-48.
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研究26)においてより鮮明であるので,あとで彼らの論文を取 り上げたときに再

度詳しく論じることとする｡

次に二つめの問題はパワー手段 ･基盤論からは少しはずれるので簡単にポイ

ントを指摘するにとど妙ておきたいO依存性は-マ-ソソ (R.M.Emerson)

のパワー依存理論27)から援用されたものである｡ユマ-ソソによれば,AのB

に対する依存度は,①Bによって媒介される目標へのAの動機の投下量に比例

し,㊤A-B関係の外部でのAにとっての目標の利用可能性に反比例する｡パ

ワーを依存度の関係として捉えるということは,パワーをパワー行使側からで

はなく,逆にパワー被行使側から理解することである. しかも,被行使側 の

主体性を中軸に捉えるた軌 Ⅱで整理されたパワーに関係する概念で表現す

るな依存度の関数としてのパワーは,パワー反作用を及ぼすさいの条件たるパ

ワー関数であるOしたがって,依存度はパワー行使側のパワー基盤 ･手段と被

行使側の反作用および環境条件をミックスした概念 と言 えよう｡それゆえ,

パワーを依存度とパワー源泉の関数とすることは,一見パワーの行使側 と被

行使側の両側面から捉えるので総合的であるように思われ るが,実は,依存

度はパワー源泉を含んでいるので,両者は並列的には数えない概念なのであ

る｡

先述したように,パワ-基盤のパワ-源泉への呼びかえに伴う弊害は,これ

以降より顕著になる｡チャネル ･パワーに関する経験的研究に初めて成功した

とされる-ソト-ネヴィソの場合を取 り上げて,その点を検討しよう.彼らは

パワー基盤をパワー源泉と呼びかえることを踏襲しつつも,エルーアンザリー

-スターンの経験的研究における失敗を踏まえ,次の二点で改善した｡第一に,

フランチャイザー-フランチャイジーという明確なパワー構造を持つチャネル

関係を研究対象とすること,第二に,フレンチ-レイヴソの5つのパワー基盤

26) S.D.HuntandJ.A,Nevin,"PowerinaChannelofDistribution:SourcesandConse-

quences'',JournalofMarketingResearch,Vol.ll,May1974,pp.1861193.

27) 良.M.Emerson,αPower-DependenceRelations",AmericanSocL'ologicalReview,Vol.27,
No1,1962,pp.3ト41.
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を強制と残 り四つ-非強制に大別してその利用上の差異に焦点をあてることで

ある｡注目すべきは,彼らの挙げたパワー源泉の具体的な内容である｡

i)非強制的パワー源泉の指標-I.-①立地援助,④中央での公式訓練,③現

場での訓練,④設備の販売,㊥経営マニュアル,㊥簿記援助,⑦製品準備

の方法,㊥現場の監督,㊥在庫品の販売,⑲製品ラインの排除 ･追加,㊨

日々のビジネス ･アドバイス,⑯価格設定援助,㊥全国広告プログラム,

⑭地方広告援助

ii)強制的パワ-源泉の指標･-･･･①建物の所有 ･管理,㊥土地の所有 ･管理,

③契約撤回の脅迫,④フランチャイザーの権利を制限する立法の必要性,

㊥フランチャイズ権を売る権利を協定の公平さ

これら合計19項目を見て気づくのは,第一に,フレソチ=レイヴソの5つの

パワー源泉が,より抽象的な強制 ･非強制という2つのパワー源泉を媒介とす

ることによって,具体的なパワ-源泉指標との関連性をほとんど喪失してしま

っているということである｡逆に言えば,具体的なパワー源泉指標がパワー基

盤との関連を失いばらばらになったたbt,,強制 ･被強制で再分捺したのである.

このことはフレンチ=レイヴソのパワー基盤論が表向きには支持されながらも,i

その実,チャネル ･パワーのレベルでは現実を十分に反映しえないとして捨て

去られたことを意味する｡チャネル問題の現実により近づいたという点では一

歩前進ではあるが,′次に述べる問題を引き起こした｡第二に,パワー源泉とい

う名のもとでパワー手段を論じるという概念の名実の配筋をきたしていること

である｡この点についての責任は-ソト=ネヴィソにだけあるのではなく,エ

ル-アンザ1)-=スターン,さらにはフレンチ=レイヴソにもある｡というの

は,フレンチ=レイヴソの5つのパワ-基盤の中には "手段''も,その行使を

可能にする "基盤''も,与れらの行使の結果としての "関係"も混在していた

からである｡

このような問題点は他の多くのチャネル論者にも共通である｡たとえば,エ

トガ-の場合も,パワー源泉を経済 ･非経済という2分法を採用したという点
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で異なる以外は,ほぼ同様の指摘ができる28)0

(b) パワー源泉からパワー手段へ

- ドガ-は,パワニ源泉とパワー手段を区別し,後者の概念を操作化して経

験的研究を行った29)o彼によると,パワー手段とは潜在的なパワーがそれによ

って有効なコントロールへと実現される手段であり,報酬と処罰のセットであ

るOこれに対し,パワー源泉とは経済的 ･社会的 ･心理的なものであり,服従

するメンバ-には報酬を与え,服従しないメンバーは罰するた桝 こ使用されう

るものである.そして,パワー源泉が活用されて有効なパワー手段へと変化さ

せられることは,チャネルの組織的な構造に依存しているO上のことからわか

ることは,ニ トガ-はパワー源泉がパワー手段へと転化するととらえることで

両者を区別しているものの,もっぱらパワー手段の方に関心があるためパワー

源泉の具体的な内容については言及しておらず,それゆえ,両者の区別が十分

に明らかにされているとは言い難い｡しかも,同年のニ トガーの他の論文80)で

あげているパワー源泉の辞標とこの論文のパワー手段の指標と甲 まとんじ同じ

内容である｡したがって,ニ トガーは実質的にパワー源泉と手段をほぼ同じも

のとして考えていたと言ってもよいだろうO彼のここでの貢献は,パワー源泉

ではなくパワー手段概念を重視 ･採用することで用語と内容と'の一致をもたら

したことである｡だが,それは,別の言い方をすれば,パワー基盤がパワー源

泉という用語に媒介されて,ダールらでは別の概念とされていたパワー手段へ

と滑 り落ちたことを意味する｡

また,ニ トガ-はパワー手段概念を援用しただけでなく,さらにチャネルの

28) M.Etgar,"SelectionofanEffectiveChannelControlMix",Journald Marketing,γol,

費と流通』,夏1979,101-106ペ-ジ)0
29) M.Etgar,"DifferencesintheUseofManufacturePowerinConventionalandContrac-

tualChannels",JournalofReial-ling,Vol.54,Winter1978,pp.49-62.

30) M.Etgar,''SelectionofanEHectiveChannelControlMix'',JournalofMarketing,γol.
42,J111yユ978.
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組織的構造とそれに有効なチャネル ･パワー手段 との関係を考察する中で,メ

ワー手段を4つに整理 した｡この分類方法はマーケティングの用語でなされた

点で,以前の行動科学の用語による分額よりもマーケティングとしての内実を

もったものである｡すなわち,彼はまずチャネル構造の典型的なものとして,

①伝統的チャネル (conventionalchannels)と④契約的チャネル (contractual

channels)をあげ,①の場合の製造業者の役割 として(a)製品の開発 ･提供 ･配

達 と(b)金融的報軌 ㊥の場合のそれとして,(C)小売経営援助 と(d)販売促進援助

が主要なものであり,有効なパワー手段ではないかと仮説をたてた.そして調

査の結果,伝統的なチャネルをコントロールする褒造業者は,主 として製品に

関連した援助活動に依存し,他方,契約的なチャネルをコントロールする製造

業者は主に小売経営援助に依存することを実証 した｡パワー手段 という点から

表 1

エトガ一による分類 田村氏による分類

1.製品選択の幅

2.開業時における金融面での援助

3.現業時における金融面での援助

4.小売広告援助

5.販売員訓練援助

6.店舗管理･レイアウト援助

7.市場情報の提供

8.販売マニュアルの提供

9.納品の迅速さ

10.新製品の導入･開発

ll.納品の頻度

12.広告による支援

13.商品の専門性

1.品揃えの幅

2.新製品導入頻度

3.商品専門性

4.メーカー広告による支援

5.消費者情報の提供

6.店舗管理ノウ-ウの提供

7.販売員管理

8.納品頻度

9.納品1)-ドタイム

10.小売広告援助

ll.店舗開業資金援助

12.金融面での援助

1.-9.10.ll.13 - 製品援助

2.3 - 金融援助

5.6.8 - 小売経営援助

4.7.12 - 販促援助

1-4 - 間接的流通支配力源泉

5-12 -→ 直接的流通支配力源泉

(出所)叫 Etgar,"Di鮎rencesintheUseofManufacturerPowerinConventionaland
ContractualChannels'',田村正妃 『日本型流通システム』より作成｡
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ここで重要なことは, 1つには,ニ トガ-がパワー手段を,(a)製品援助,(ら)金

融援助,(C)小売経営援助,(d)販促援助という4つに整理したということである｡

しかも,彼は仮説の経験的研究のために(a)-¢)の指標として13のタイプのパワ

ー手段を設定することによって(蓑 1),パワー手段の具体的な内容の整理とい

う作業をチャネル固有のレベルで行ったのである｡ここにしてようやくチャネ

ル論の抽象的な概念とチャネル政策の現実的な問題とが帯びつくことになった

といってよいだろう｡もう1つには,製造業者の重要な役割が,伝統的チャネ

ルの場合には製品援助という本来製造業者自身の梯能をより良く果たすことで

あるのに対し,契約的チャネルの場合には小売経営援助という本来小売業者が

果たすべき機能への援助である,という2つのチャネルにおける分業関係のず

れに注目すべきである｡すなわち,ニ トガ-のチャネル ･パワー手段の分類は,

結果的に製造業者と小売業者間の分業関係に焦点をあてたものとな′った｡しか

し,このことは,対消費者関係をいかにパワー手段分類のなかに組み込むかと

いう点で問題を残すことになった｡

ちなみに,日本においては,田村正紀氏がチャネル ･パワー源泉 をチ ャネ

ル ･パワー手段と読みかえて経験的研究を行った且1).ニ トガ-のチャネル -i

ワ一手段論との関連でここで少し触れておくこととしよう.同氏は寡占製造企

業の中小小売商の流通系列化を分析するさいの枠組の-構成要素として ｢流通

支配力源泉｣を取 り上げ,次のように述べている｡｢ここで流通支配力源泉と

揺,中小小売商にたいして製造業者あるいは卸売商がその流通支配力を行使す

るさい,直接的あるいは間凄的に用いる手段である.｣32)したがって,｢流通支

配力源泉｣とはチャネル ･パワー手段のことであり,ニ トガ一,--サンイの

用語法を踏襲した田村氏は,さらにチャネル ･パワー手段の ｢範囲｣ (具体的

な内容,指標)についても,ニ トガ-の指標をほぼそのまま援用して12の範囲

とした(表 1)｡ただその12の範囲の分類についてはニ トガ-の4分法を採らず,

31) 日本でのチャネル ･パワーに関する経験的研究の代表的なものとしては,他に石井淳蔵,前掲

書がある｡

32) 田村正妃,前掲書,198ページ｡
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間接的流通支配力源泉 と直接的流通支配力源泉 与に2分 した.前者が最終消費

者の銘柄 ･会社忠誠を作 りだす (=プル効果)のに対 し,後者は中小小売商を

直接に誘引する (=プッシュ効果).この区分の しかたは, パワー手段 が直接

誰に行使されるのかという点を軸 としてお り,多段階的な流通株樺の実態を反

映させ うるものと考えられる｡この視点は先述 したニ トガ一には欠如していた

点であり,製造業者一小売商間の直接の関係を重視 しなが らも,消費者をもそ

の視野にいれておくことはパワー手段を分類するときには必要不可欠である38)｡

(C) アメリカにおけるチャネル ･パ ワニ基盤 ･手段論の問題点 と課題

これまでアメリカにおけるチャネル ･パワ-基盤 ･手段静の系譜を辿ってき

た｡要約すると,1960年代末にチャネル論へパワー概念が導入されたにもかか

わらず,1970年代に入ってからの経験的研究の展開の中で基盤が源泉 と呼びか

えられ,名は源泉,実は手段 という概念的混乱の時期を経て,今やチャネル手

段概念の採用 とその下でのその具体的内容の有益な整理がなされつつある｡全

体 としてパワー手段についてはある程度明らかにされてきたが,その反面,そ

もそも問題にされていたはずのパワー基盤が無視ないし軽視され,基盤-手段

関係 もほとんど全 く分析対象とされていない｡

このような状況に対 し,田村氏や高鳴克義民が構造軽視,政策 ･行動偏重の

チャネル論の問題点を指摘する34'のは正 しいと思われる.ただ,注意すべきは,

パワー手段の研究はチャネル構造の分析そのものではないが,それに手がか り

を与え,また,チャネル政策研究の重要な部分をなしているということ,そし

て,パ ワー基盤とパワー手段の関連性の分析はチャネル関係を解明する上で大

きな意義があるということである｡つまり,チャネル ･パ ワー基盤 と手段のそ

33) 鳴口･沖時局は,製造業象 販売業者をともに主体とし,両者の相互関係と,両者と消費者と
の関係にわけて,チャネル戦略を論じているo鳴口充輝･沖崎行雄 ｢流通チャネル･コントp-
ルの有効戦略｣『消費と流通』春,1978,57-72ページ｡

34) 田村正紀｢流通システムにおける勢力ー流通支配力概念における諸問題-｣,『国民経済学雑
誌』Vol.146,No.5,1982,46-47べ-ジ,高嶋克義｢流通システムにおける勢力の分析枠畝｢資
源依存アブ.=-チ｣『六甲台論集』γol.3ユ,No.2,1984,103-115ページ｡
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れぞれの分析の意義を認め,独自に分析を進めていくとともに両者の関係につ

いても焦点をあてていく必要があるということである｡

チャネル ･パワー手段論としての問題点は次の3点である｡第-に,パワ-

手段の重要性が歴史的にどう変化してきたかということについての研究がない

ことである｡- ドガ一による伝統的チャネルと契約的チャネルとでの重要なパ

ワー手段の比較研究が歴史的な方向性を示唆しているものの,歴史的研究その

ものではない｡こういった研究は,チャネル ･パワー手段自身の歴史的性格を

明らかにするだけでなく,それを通じてチャネル ･パワ-の基盤をも検討しう

るという点できわめて重要である｡歴史的な実証分析が必要とされていると言

えよう｡

第二に,チャネル ･パワー手段論の領域あるいはマーケティング論の中での

位置付けが充分に議論されていない点である｡パワー手段諭はチャネル管理論

の主要な構成要素である｡その意味で現代のチャネル論を代表する一領域を占

めている.というのは,1960年前後を境目として,それ以前はチャネル選択論,

それ以降はチャネル管理論がチャネル論の中心的な潮流をなしていたからであ

る.たとえば, シ ョー 35),バ トラー 36㌧ クラーク37)らはチャネルの長短選択を,

コープランド38),ダソカソ 89),アスピソウォール40)らはチャネルの広狭選択を

チャネルの中軸をなす問題とし,いずれにしても≠ヤネルのメソバー選択とい

うテーマ重点的に扱ってきた｡それに対 して,1960年頃以降,チャネルの中心

問題が変化するOたとえば,マレソ 41),スターン42)はチャネル ･メンバーをい

35) A.W.Shaw,SomeProblemsinMarketDistribution,1915.

36) R.S.Butler,MarketingMethods,1917.
37) F.E.Clark,PrinciplesofMarketing,1922.
38) M.T.Copeland,PrinciplesofMerchandising,1924.
39) D.J.DllnCan,血SelectingaChannelofDistribution",inR.M.Clewett(ed.),Marketing

ChannelsforManufacturedProducts,1954,pp.367-403.
40) L V.Aspinwall,"T土leCharacteristicsofGoodsandParallelSystemsTheories,inE.

J_KellerandW･Lager(ed.),ManagerialMarketing:PerspectivesandViewpoint,1958,
pp-4341450.

41) B.Mallen,''ATheoryofRetailer-SupplierConflict,Control,andCooperation",Journal
ofRetailing,Vol,39,Summer1963,pp.24-51.

42) L W.Stern,oP_cil_
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かに一つの組織あるいはシステムの構成員として協調を維持,促進するかとい

うチャネル論め*Jbとし,この傾向は1980年代以降も継続中である｡

このように,チャネル ･パワー手段論はチャネル論の重要な一部分をなして

いるのであるが,チャネル論の他の部分とどのように関係するのか,さらには

マーケティング論全体の中でどういう役割を果たすのかはいまだ充分に解明さ

れたとは思わない｡この問いに答えるにあたって,手がかりとなるのは,一つ

には,1970-1980年代に多数出版されたチャネル論め体系書におけるチャネル ･

パワー手段の取扱い方であり,もう一つには,チャネル ･パワー手段としてあ

げられている具体的内容であろう｡

第三に,小売商などチャネル ･メソバ-に直接働きかける手段はチャネル ･

パワー手段のうちで重大な位置を占めると思われるが,その内容の分解や特性

について明確に整理されてはいない｡従来の議論はその点で羅列的な稗標の列

挙に終始してきた.したがって,直接的なチャネル ･パワー手段の適 切 な分

類 ･特性を検討することも今後の課題である｡ディーラー･-ルブス論などが

一つのてがかりとなろう｡しかし,これについては,上の第二点とともに,吹

節で詳しく追究することとする｡

(1988年4月提出)




